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第 1 総 説

令和 4年度補正予算（第 2号及び特第 2号）は、

令和 4年 10 月 28 日に閣議決定された「物価高克

服・経済再生実現のための総合経済対策」を実施

するために必要な経費の追加等を行う一方、歳入

面において、最近までの収入実績等を勘案して租

税及印紙収入の増収を見込むとともに、前年度剰

余金の受入や公債金の増額等を行うことを内容と

するものである。

1 一般会計における歳出の追加事項は、（1）物

価高騰・賃上げへの取組 7,816,959 百万円、

（2）円安を活かした地域の「稼ぐ力」の回復・強

化 3,486,342 百万円、（3）「新しい資本主義」の

加速 5,495,612 百万円、（4）防災・減災、国土

強靱化の推進、外交・安全保障環境の変化への

対応など、国民の安全・安心の確保 7,547,179

百万円、（5）今後への備え 4,740,000 百万円（①

新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価

高騰対策予備費 3,740,000 百万円、②ウクライ

ナ情勢経済緊急対応予備費 1,000,000 百万円）

であり、これらの総合経済対策に対応する追加

額は合計 29,086,091 百万円である。このほか、

その他の経費を 222,902 百万円、国債整理基金

特別会計へ繰入を 690,592 百万円、それぞれ増

額することとしている。

他方、既定経費の減額として 1,077,358 百万

円の修正減少を行うこととしているので、今回

の補正による一般会計の歳出総額の増加は

28,922,227 百万円となる。

次に、歳入については、最近までの収入実績

等を勘案し、租税及印紙収入 3,124,000 百万円

の増収を見込むとともに、前年度剰余金受入

2,273,171 百万円（うち令和 3年度の「財政法」

（昭 22 法 34 ）第 6 条の純剰余金 1,381,184

百万円）を計上するほか、税外収入673,056

百万円の増収を見込み、公債金については

22,852,000 百万円を増額することとしている。

なお、この公債金の増額は、「財政法」（昭 22法

34）第 4条第 1項ただし書の規定による公債の

増発 2,476,000 百万円と、「財政運営に必要な

財源の確保を図るための公債の発行の特例に関

する法律」（平 24法 101）第 3条第 1項の規定に

よる公債の増発 20,376,000 百万円を合わせた

ものである。この結果、公債依存度は 44.9％

（成立予算 35.9％）となる。

2 特別会計予算においては、11特別会計につ

いて、所要の補正を行うこととしている。

3 なお、一般会計及び特別会計において、所要

の国庫債務負担行為の追加を行うこととしてい

る。




